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訳者序言
第1章　1831年から1918年までのザクセンの中央行政
　序論
　第1節　1815年以後のザクセンと1830年以後の中央行政の改革（本号）
訳者序言
　近代ザクセン経済史の研究に際して，1806年に成立し，1918年に崩壊したザクセン
王国の国制史・行政史に関する知識は，不可欠である．しかしながら，これを与えて
くれる，ある程度まで詳細な概説的文献は，なお刊行されていない．碩学カルルハイ
ンツ・ブラシュケが若き日に書き下ろしたSdchsische　Verωaltungsgeschichte，　Berlin
1958，162S．と，その要約と見なされうるVerωattungsgeschichte　fdir　Stadt－ttnd
Kreisarchivare　im　Gebiet　des　ehemaligen　Landes　Sachsen，　Dresden　1962，47　S．は，
中世から第二次世界大戦後までの時期を対象とし，国制史・行政史のすべての分野を
網羅した，すぐれた概説書であるが，詳細さにおいて欠けるところがある．また，この
2冊には典拠がまったく示されていない．同氏が近年になって，Kurt　G．　A．　Jeserich／
Hans　Pohl／Georg－Christoph　von　Unruh編の1）eutsche　Verwaltungsgeschichte
（DVG）の第2巻，　Vom　ReichsdePutationshauPtschluB　bis　zur　Auflδsung　des
l）eutschen　Bundes，　Stuttgart　l　983，　S．　608－638と第3巻，1）as　Deutsche　Reich　bis
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zum　Ende　der　MonarchieJ　1984，　S．778－796に寄稿した論文は，ザクセン王国国制
史・行政史の全分野を取り扱い，いくつかの文献を脚注に含んでいるが，記述は同様
にやや簡略である．（なお，同氏は上記DVG，第4巻，　Das　Reich　als　RePublik　und
in　der　Zeit　des　Nationatsozialsmus，1985，　S．586－598でもザクセン史を担当してい
る．また，1）VG，第1巻，　Vom　S♪dtmittelalter　bis　zum　Ende　des　Reiches，1983，
S．803－843にあるトーマス・クライン稿ザクセン史論文は，脚注文献が豊富であり，
1830年までのザクセン王国期についても参考になる．）
　以下に訳出しようとするのは，すぐれたザクセン史家ゲルハルト・シュミットの独
立論文3篇であって，第1は中央行政，第2は邦議会，第3は下級内務官庁としての
郡（ただし，ここでは1874年まで司法と行政が未分化であった．）を対象としている．
時期的には第1と第2は，1830年に始まる「ザクセン改革：」から，ヴァイマル革命によ
る王国消滅までであるが，改革以前の時期にもいくらか言及されている．そして，第
3は時期的に最も長く，郡の前身諸官庁の時代から1952年の「行政民主化」までであ
る．これら3篇にはいずれも，かなり詳細な典拠が付けられている、しかし，これらの
論文は，それぞれ独立に発表されたものであるために，記述に重複する個所がいくら
かあり，他方では，ザクセン王国期の国職制・行政史のすべての分野を覆うものでは
ない．ただ，私自身の今後の研究のために必要であり，ドイツ史に関心を持つ，わが国
の読者にとっても入門として何がしかの意味を持つであろうと考えて，訳出すること
にした．もっとも，私は国制史・行政史の素養を持たないために，本訳には数多くの
誤訳・不適訳が見出されるであろう．御教示いただければ，さいわいである．
　この翻訳に際して，ザクセン王国期以外の時期のザクセンの官庁・官職およびザク
セン以外の邦の官庁・官職はしばしぼ原語で示した．原文のイタリック体の術語には
アンダーラインを付けた．原注は脚注になっているが，本訳では各節の本文の後にま
とめた．その番号は原論文のそれと一致している．〔〕は訳者の挿入である．術語な
どに付けた［1は訳注で，各章の末尾に収めた．本領地域（1）で異なった時期に異なった
権限を持つ，同一名称の官庁・官職が存在した場合などに，ブラシュケとシュミット
の著書に主として依拠して訳注を付けようと試みた（その際，RathはRatとするな
ど，現代の正書法を用いた．）が，これはもちろん私の浅学のために完全なものではな
い．第1章の節のタイトルと第2章の節の区分およびタイトルは，原論文にはないが，
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私の希望に応じて著者が指定されたものである．第1章の最初の2パラグラフと第3
章の最初の4パラグラフには，著者の了解を得て，原論文にない「序論」のタイトルを
付けた．
　翻訳を進める過程で生じた数多くの疑問点について，懇切に回答してくださった著
老に対して，厚く御礼を申しあげたい．また，この翻訳は，岡山大学経済学会投稿規定
に基づく投稿が，著者によって1989年3月30日付けで，そして，著者の最終勤務先の
ドイツ民主共和国科学アカデミー歴史学中央研究所（ベルリーン）によって同年9月
8日付けで承認されたために，可能となったものである．著者には，ザクセン王国期
の強制史・行政史の他の側面を取り扱った論文も，数篇あり（例え．ば後出業績一覧表
の（12），（14），（16）など．なお，（8）と（9）は主著（1）に吸収された．最新の
論文（24）は（17）をほんのすこしだけ補筆したものである．），「ザクセン改革」を全
面的に検討した主著（1）と，「ザクセン改革」に先立つ改革運動を分析した書物
（2）もあるが，種々の都合のために翻訳を断念した．
　この著者については，わが国でなじみが薄いと考えられるので，その経歴と業績を
簡単に紹介しておこう．著者は1920年5月16日にダルムシュタットで生まれ，1940年
1月にライプツaヒ大学に入学したが，すでに同年10月には兵役に服し，東部戦線に
従軍した．46年2月に復学，50年3月に杢嬉した後，51年8月に「ドイツ中世叙事詩に
おける支配者の描写」（Die　Darstetlung　des　Herrschers　in　de”tschen　EPen　des
Mittelalters）によってライプツィヒ大学哲学部から博士号を授与された．その後，科
学アカデミーでドイツ語辞典の編纂に従事し，53年10月から55年9月頃での古文書学
研究所（ポツダム）での研修によって古文書専門員の資格を得た．その直後からザク
セン州立中央文書館（後の国立ドレースデン文書館）に勤務し，60年から74年までそ
この部主任であった．75年に上記歴史学中央研究所に転じ，史料集『モヌメンタ・ゲ
ルマニアエ・ヒストリカ』のうち14世紀のラテン語・中高ドイツ語史料の編纂事業に
加わって，88年5月に定年退職した．しかし，89年12月号もまだ『モヌメンタ』の校正
を継続中とのことである．著者の研究業績は次の通りである．ただし，『モヌメンタ』，
古文書学とザクセン史に関する数多くの小論文，Neue　Deutsche　BiograPhie，　Berlin
1964　ff．に寄稿した，いくつかの伝記は除外されている．
　（A）著　　　書
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（1）Die　Staatsreform　in　Sachsen　in　derθプ5伽Hdilfte　des　19．1ahrhundeプts．　Eine
　　Parallele　zu　den　Steinschen　Reformen　in　PrettBen，　Wejmar　1966，　343　S，　（Schrif－
　　tenreihe　des　Staatsarchivs　Dresden，　Bd．　7．）
（2）　Reformbestrebungen　in　Sachsen　in　den　ersten　Jahrxehnten　des　19．　Jahrhun一一
　　derts，　Dresden　1969，　V十128　S．（Quellen　und　Forschungen　zur　sachsischen
　　Geschichte，　Bd．　7．）
（3）　Dresden　und　seine　Kirchen，　Berlin　1976，　168　S．　；　3．　Aufl．　1979．
（4）　Der　Stadtbezirk　Dresden－IVord．　Geschichte　seiner　Stadtteile，　Dresden　1983，　113
　　s．
（5）　Die　Kirchen　in　der　Sdchsischen　Schweiz，　Berlin　1990，　172　S．
　　　（B）史　料　集
（6）　Dofeumente　zur　deutschen　Geschichte　aus　dem　Sachsischen　LandeshauPtarchiv
　　Dresden，　hrsg．　von　Hellmut　Kretzschmar　und　Gerhard　Schmidt，　Berlin　1958，
　　XXII十73　S．（Schriftenreihe　des　Sdchsischen　LandeshattPtarchivs　Dresden，
　　Bd．　4．）
　　　（C）論　　　文
（7）　“Die　bUrgerliche　Revolution　von　1848　und　die　Ereignisse　in　Tharandt”，　in：
　　Forststadt　Tharandt．　Beitrdge　zur　Heimatgeschichte，　hrsg．　vorn　Rat　der　Stadt
　　Tharandt，　Bd，　1，　Tharandt　1956，　S．　21－31．
（8）　“Landesteile　und　Zentralgewalt　in　Kursachsen　zu　Anfang　des　19．　Jahrhun一一
　　derts”，　in：　Fr：，edrich　Beck　〈Hrsg．），　Heimatkunde　und　Landesgeschichte．
　　Festschrift　ftir　Rudolf　Lehmann，　Weimar　1958，　S．　278－300．
（9）　“Die　Gerichtsreiorm　in　Sachsen　1830－1835”，　in：　Blditter　ftir　detttsche
　　Landesgeschichte”，　Bd．　96，　1960，　S．　125　一163，
aO）　“Auswirkungen　der　Reiormation　und　des　Bauernkrieges　in　Dresdner　Raum”，
　　in：　Sdchsische　Heimatblditter，　Bd．　9，　1963，　S．　497－505．
aD　“Ein　Freiberger　Oberberghauptmann　des　18．　Jahrhunderts：　Peter　Nikolaus
　　Freiherr　von　Gartenberg”，　in：　Bergaleademie，　Bd．　16，　1964，　S．　509－512，
（ID　“Das　Verhaltnis　von　Staat　und　Kirche　in　Sachsen　im　19．　Jahrhundert”，　in：
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　Sdchsische　Heimatbldtter，　Bd．　12，　1966，　S．　399－406．
（13　“Die　sachsis¢hen　Amtshauptmannschaften　1874－1945　und　ihre　Vorlaufer”，　in：
　LetoPis，　Jahresschrift　des　fnstituts　ftir　sorbische　Volksforschung，　Reihe　B，
　Bd，20，1973，　S．14－36．（本訳第3章）
aaj　“Die　Reform　des　Hochstifts　Meitsen　im　19．　Jahrhundert”，　in：　Franz　Lau
　（Hrsg．），　Das　Hochstift　MeiBen，　Berlin　1973，　S．　301－322．
（15　“Pirnas　Fernhandel　bis　zum　16．　Jahrhundert”，　in：　Sdichsische　Heimatblditter，
　Bd，　20，　1974，　S．　117－123，
（la　“Die　Einschrankung　der　rechtlichen　Sonderstellung　der　sachsischen　Oberlausitz
　im　19．　Jahrhundert”，　in：　LetoPis，　Reihe　B，　Bd．24，　1977，　S．51－83．
（10　“Der　sachsische　Landtag　1833－1918．　Sein　Wahlrecht　und　seine　soziale
　　Zusammensetzung”，　in：　Reiner　GroB／Manfred　Kobuch　（Hrsg．），　Beitrdige　zur
　Archivwissenschaft　und　Geschichtsforschung．　Festschrift　ftir　Horst　Schlechte，
　Weimar　1977，　S．445－465．（本訳第2章）
（lg　“Sachsen　und　die　polnische　Emigranten　1831－1864”，　in：　Jahrbuch　ftir
　Geschichte　der　sozialistischen　Ldinder　EuroPas，　Bd．　22，　Heft　2，　1978，　S．　43－59．
（19）　“Die　Zentralverwaltung　Sachsens　von　1831　bis　1918”，　in：　Letopis，　Reihe　B，
　Bd．27，1980，　S．19－42，　l13－134．（本卦第1章）
caO）　“Die　Hausmachtpolitik　Kaiser　Karls　IV．　im　mittleren　Elbegebiet”，　in：　Jahrbuch
　ftir　Geschichte　des　17eudalismus，　Bd．　4，　1980，　S．　186－214．
eD　“Das　Dreiklassenwahlrecht　in　Sachsen　1896－1909”，　in：　Btdtter　ftir
　Heimatgeschichte，　Bd．　4，　Heft　1，　1986，　S．　10－17．
eZ　“Aus　der　Geschichte　der　Oberlausitz　unter　besonderer　BerUcksichtigung　der
　Kirchengeschichte　bis　ins　19．　Jahrhundert”，　in：　LetoPis，　Reihe　B，　Bd．34，　1987，
　S．　88－98．
e3）　“Bernhard　von　Lindenau　als　Staatsmann　im　Kbnigreich　Sachsen”，　in：
　Altenburger　Geschichtsblatter，　Nr．　5，　1986，　S．　40－58．
tze　“Der　sachsische　Landtag　1833－1918．　Sein　Wahlrecht　und　seine　soziale
　Zusammensetzung”，　in：　Der　sdchsische　Landtag．　Geschichte　und　Gegentvart，　aus
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　AnlaB　der　konstituierenden　Sitzung　des　Sachsischen　Landtages　am　27．　Oktober
　1990　hrsg．　vom　Arbeitsstab　Landtag，　Dresden　1990，　S．　35－47．
　（D）共同執筆論文
ce5　“Die　Kartei　der　politisch　Verfolgten　1830－1867　im　Staatsarchiv　Dresden”，
　（zusammen　mit　Martin　Ringel）　in：　Beitrdge　zur　Geschichte　der　deutschen
　Arbeiterbewegung，　Bd．　12，　1970，　S．967－974．　Dass．　in：　Archivmitteilungen，
　Bd．　20，　1970，　S．　209－212，
ee　“Karl　Marx　im　Auge　der　sachsischen　Polizei”，　（zusammen　mit　Karlheinz
　Blaschke）　in：　Sachsische　Heimatblditter，　Bd．　16，　1970，　S．　228－232．
　（E）書　　　評
eO　“Reiner　GroB，　Die　bUrgerliche　Agrarreform　in　Sachsen　in　der　ersten　Halfte　des
　19．Jahrhunderts．　Untersuchung　zum　Problern　des　Ubergangs　vom　Feudalismus
　zum　Kapitalismus　in　der　Landwirtschaft，　Weimar　1968　（　＝Schriftenreihe　des
　Staatsarchivs　Dresden，　Bd．　8）”，　in：　Jahrbuch　ftir　Regionalgeschichte，　Bd．　4，　1972，
　S．　303－306．
　このように著者は，主として近代ザクセン史に関する，多くのすぐれた成果を発表
してきたにもかかわらず，おそらくその福音信仰のために教授資格論文の提出を許さ
れず，75年には上記のように国立ドレースデン文書館をも去らねばならなかった，と
推察される．1990年の政治的激動は，ザクセン立憲州議会の記念出版物への著者の
1977年論文（上記（17），本訳第2章）の加筆収録（24）をもたらした．著者の今後一
層の活躍を祈りたい．
　ここで私は簡単な二つの補足と問題点の指摘とを行ないたい．
　第1．下級裁判所については本訳第3章で叙述がなされるので，非常に複雑な中■．
上級裁判所について一瞥しておこう．本領地域（1）最古の上級裁判所は，15世紀末にラ
イプツィヒに設けられた高等宮廷裁判所（Oberhofgericht）である．これは特権身分に
とって，民事事件と封紛争にかかわる第一審裁判所であって，刑事事件と宗教事項に
関しては権限を持たなかった．非特権身分も下級裁判所の判決に関して高等宮廷裁判
所に上訴することができた．他方では，この裁判所の判決に対して他の上級裁判所に
上訴することも可能であった．高等宮廷裁判所は高等宮廷裁判官（Oberhofrichter）と
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陪席判事（Assessor（2））から構成されていた．1822年にこの裁判所への上訴権が停止
されるとともに，この裁判所は本領警察委員会（3）に下属せしめられた．したがって，
この裁判所は本領地域の特権身分にとっての第一審にすぎなくなった．選帝等位と結
び付いたクール県（K（4））には，この裁判所の権限が及ばなかったために，1529年に
ヴィッテンベルクに宮廷裁判所（Hofgericht）が設けられた．これは宮廷裁判官（Hof－
richter）と陪席判事から構成されていたが，1815年以後プロイセンに帰属した．上述
の本領警察委員会は，司法と行政の未分化のために高等宮廷裁判所と同じ判決権を，
さらにその上に，司法監督権を，把持していた．そのために16世紀央に本領警察委員
会付属の判決機関として上訴院（AppellatiQnsgericht）が設けられ，これは18世紀には
本領警察委員会から独立の裁判所となった．長官（Prasident）と上訴院顧問官（Ap－
pellationsrat）から成る上訴院は，民事事件のみを審理し，特権身分に対する第一審で
あったが，上級裁判所としては高等宮廷裁判所，宗務委員会⑤などの判決に対する上
訴を，さらに，枢密顧問会議（6）を介してラウジッツからの上訴をも，受理した．1822年
頃ら第一審としての上訴院の権限は王家，国庫などの事項に制限され，上訴院は主と
して上級裁判所として機能することになった．婚姻事項を含む宗教事項の裁判権は，
宗務委員会にあった．その判決に対しては上訴院に上訴することができた．上記の領
頚君主の裁判所以外に，下級裁判所から送付されてきた文書に基づいて判決を下だ
す，いくつかの判決団（Spruchkollegium）があった．とくに重要な判決団は，ライプ
ツィヒ・ヴィッテソベルク両大学（このうちの後者は1815年以後プロイセン領となっ
た．）の法学部とライプツィヒ陪審人裁判所（Sch6ppenstuhl）であった．刑事事件に
ついては，このような陪審制の裁判所で判決が下だされ，下級裁判所で執行された．
最初は市参事会に付属していたライプツィヒ陪審人裁判所は，16世紀末には選帝侯の
裁判所となった．ラウジッツなどの副次的地域（1）の上級行政官庁は，それぞれの地域
の特権身分にとっての第一審裁判所であり，下級裁判所の判決に対する上級裁判所で
もあった．これらの上級行政官庁の判決に関する上訴は，ドレースデンの上訴院に対
してのみ可能であったの．
　上記の上級裁判所，判決団と本領司法委員会（8）は1831年憲法の原則にしたがって35
年に廃止された．特権的裁判籍の大幅な縮小と中央および中級官庁における司法と行
政との分離が実現したのである．ザクセン唯一最高の裁判所となったのは，ドレース
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デソの大審院（Oberappellationsgericht）である．これは長官（Prasident），副長官，
大審院参事官（Oberappellationsrat）から成っていた．中級裁判所として位置づけられ
たのは，バウツェソ，ドレースデン，ライプツaヒ，ツヴィッカウの4控訴裁判所（こ
れは旧制の上訴院と原語は同じであるが，権限はまったく異なる．）である．控訴裁判
所は長官と控訴裁判所参事官（Appellationsrat一これも旧制の上訴院顧問官とは
まったく異なる．）から成っていた．これらの中・上級裁判所は民事事件も刑事事件
も，さらには婚姻事項（9）をも，審理した．すなわち，これらの中・上級裁判所は少なく
とも二つの部（Senat）を持ち，それぞれの部は民事事件と刑事事件を主として担当し
た（lo）．ドレースデン控訴裁判所は本領地域に対する封官庁（Lehnhof）でもあった（ll＞．
　1877年の帝国法によって帝国最高の通常裁判所となったのは，帝国最高裁判所であ
り，民事部（Zivilsenat）と刑事部（Strafsenat）から成る．その裁判官は長官（Prasi－
dent）．部長（Senatsprasident）と参事官（Rat）であり，担当検事は帝国高等検事
（Oberreichsanwalt）と帝国検事である．ザクセン最高の通常裁判所は邦高等裁判所
（Oberlandesgericht）で，民事部と刑事部から成る．その裁判官は長官，部長と参事官
である．その下位の中級裁判所としてザクセンに7の地方裁判所（Landgericht
これは管区（LG）とはまったく異なる．）がある．地方裁判所は民事部（Zivilkam－
mer），刑事部（Strafkammer），陪審部（Schwurgericht）と商事部（Kammer　fUr
Handelssachen）から成る．その裁判官は民事部と刑事部については長官，主任（Dl－
rektor）と判事である．地方裁判所の管轄区域の全体あるいは一部について権限を持
つ商事部の裁判官は，判事と，商人団体の推挙した，任期3年の商事裁判官（Handels－
r三chter），である．陪審部は，判事と陪審裁判官（Geschworener）から成る．下級裁判
所は区裁判所であり，これには刑事事件について，判事と参審裁判官（Schdffe）から
成る参審部（Schbffengericht）が，付置される．邦の各裁判所には邦検事が任命され
る．ザクセンで最上位の邦検事は邦高等裁判所担当首席邦検事（Ers亡er　S亡aa亡sanwalt
bei　dem　Oberlandesgericht）である（12）．邦高等裁判所以下の裁判所の裁判官の服務義
務違反に関しては，1880年の法律によって裁判官懲戒裁判所（Disziplinarkammer　fUr
Richter），裁判官高等懲戒裁判所（Diszipiinarhof　fitr　Richter）などが設置され
た（13）．
　1835年以後の邦の上記の裁判所が法務省の管轄の下にあったのに対して，特別の三
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判所もあった．
　まず，すべての行政官庁から独立した裁判所があった．（1）国事裁判所．本訳第1章
訳注［74］参照．（2）官吏の職務義務違反に関しては1835年の法律によって懲戒裁判所
（Disziplinarkammer）と高等懲戒裁判所（Disziplinarhof）が設けられた（14）．（3）裁判所
と行政官庁との間の権限紛争を解決するために，1840年の法律によって最終審として
の司法・行政官庁平担限紛争決定委員会（Kommission　fUr　Entscheidung　Uber
Kompetenzzweifel　zwischen　Justiz－und　Verwaltungsbeh6rden）が設けられ，これは
1879年の法律によって権限決定裁判所（Kompetenzgerichtshof）に改組された（15）．
　次に，高等行政裁判所は，本荘第1章第1節215ページに記されているように，
1901年に設けられ，閣僚会議に直属していた．それ以前の行政裁判権は1835年の法律
によって規定されていた，この場合，行政裁判権は中央および中級官庁における司法
と行政の分離を補完すべきものであり，下級官庁が下級審，県（KD（16》）が中級審，関
係の省が上級審の裁判権を委ねられていた（17）．
　さらに，陸軍省と法務省とにかかわる軍法会議については，邦訳第1章訳注［51］参
照．
　第2．地方自治は3篇の論文でまったく検討されていないので，都市と農村に分け
て略述しよう．
　（1）都市．ザクセンの都市が建設された時，都市の行政権・裁判権は，都市領域の
荘園領主たる都市領主（Stadtherr）に属した．その後，都市の中のあるものでは，市
民誓約団体に基礎を置く市参事会（Stadtrat）と，市参事会で選ばれる市長とが，行
政・警察・財政事項を管轄するようになった．さらにその中のある都市では，市参事
会が裁判権を都市領主から獲得し，身分制議会にも代表を送るようになった．この種
のものがザクセンでは，その自由と自治を最高度に発展させた都市であったが，この
ような都市にあっても領邦君主からの介入はしばしばであった．他方では，「ザクセン
改革」直前にもなお，都市領主（騎土領，管区（A（18））など）に完全に従属している
都市もあった．市参事会を持つ都市でも，毎年選出される市参事会は，一般に有力市
民だけから構成されており，補欠選挙制の下で，市参事会員職はしばしば世襲された．
市参事会の任命する都市吏員の中で，最も重要なものは市書記（Stadtschreiber）で
あっte．彼は市長および市参事会員のように毎年交代することなく，市政に継続性を
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与えていた．市参事会員職の固定化に反対して，一般市民層は自からの代表を持とう
とした．このために，都市の四分の一の地区の市民を代表する市区代表（Viertelsmei－
ster）の制度が，設けられた．しかしながら，この職もしだいに特定の家族と結び付く
ようになった（19）．
　市参事会によるこのような専制的支配は，1830年の「九月騒乱」の際にきびしく批
判された．そこで国王は同年12月目暫定的な都市代表（Kommunreprasentant）の選挙
を指令した．都市代表は，市民権を持つ男子市民全員によって，選挙された．さらに
32年2月に都市自治体法が公布された．これ以後は，この法律を受け入れた自治体だ
けが都市となり，都市間の制度的格差は小さくなった．他方では，都市と農村自治体
の間の制度的格差がきわめて大きくなった．これまで都市であったが，この法律を受
け入れない小規模な自治体は，農村自治体となった．この法律によれば都市自治体の
構成員は市民と寄留者のみである．市民になりうるのは，市内に土地を所有する者，
あるいは，市内での生計を保証しうる者だけである．市民だけが都市公職について選
挙権と被選挙権を持つ．寄留者は，市内に継続的に居住するけれども市民権は持たな
い，自立した者である．雇職人と賃労働者は，自立した者とは見なされない．都市自治
体は，他の官庁の干渉を受けない，都市財産の所有者である．都市自治体は市参事会
に対して，市議会（Stadtverordneten〔versammlung〕）と市民委員会（BUrgeraus－
schuB）によって代表される．市議会議員（Stadtverordneter）は3年毎に選挙され，
その中から議長を選出する．市議会の任務は，市参事会による都市財産の管理に対す
る監督と，市参事会への助言および提案である．市議会は上級国家官庁に対して直接
に問い合わせることができる．市民委員会は市議会議員．都市長老（Stadtaltester
一少なくとも12年間にわたって市参事会員として活動してきた者），および，市議会
議員と同じ方式で選挙された，その他の市民，から構成され，市長と市参事会員を選
出する．この選出に際して市民委員会は国家からも都市領主からも制約されない．旧
制の市参事会は廃止される．新制の市参事会は，その都市がそれまで都市領主に服属
していた場合でも，行政に関しては，一層上級の国家官庁たる郡（20）に直属する．市参
事会は都市の官憲（Obrigkeit），自治体関係諸事項の管理者であり，国家の下級機関で
もある．それは都市自治体を代表し，都市吏員を任免し，都市自治体に対しても国家
に対しても責任を負う．その活動のすべては市議会によって規制される．都市の予算
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案は市参事会によって作成され，市議会の決定を必要とする．市長は終身職として選
出される．市参事会員の任期などは市の条例によって定められる．裁判権は，それが
従来から市参事会に帰属していたかぎり，新しい市参事会の任命する市裁判所によっ
て，行使される．市参事会は市警察官庁でもある．ただし，これまで都市領主に所属し
ていた都市では，裁判権・警察権は従前と同じである（21）．
　さらに，1873年の2法律が一定の変化をもたらした．まず，改正都市自治体法は人
口6，000人以上の都市にのみ無条件で適用された．1年に国税1ターラー以上を支払
う，25才以上の住民は，市民権を獲得できるようになった．市民は市議会議員を選挙
したが，後者の半数は家屋所有者でなければならなかった．市民委員会は廃止された．
市参事会と市議会を都市自治体参事会（Stadtgemeinderat）に統合することもできた．
裁判権は，都市がそれを把持していた場合でも，すでに国家に移管されていたが，警
察権は市参事会に残された．この種の都市は県（KH（22））に直属することになった．次
に，同日に公布された中小都市1自治体法は，原則として人口6，000人以下の都市に適用
された．市参事会と市議会は都市自治体参事会に統合され，市長の権限は大きくなっ
た．この種の都市は郡（23）の監視を受けた（24）．
　（2）農村．ドイツ人農民による植民の過程で農村住民は，村長（D－Dorfrich－
ter，　Dorfschulze）を頂点とする，きわめて自立的な共同体に結集した．村長（D）は世
襲的であるか，順番制の下にあるか，あるいは，領主によって任命された．複数の領主
を持つ村落では，しばしば領主と同数の村長（D）がいた．数人の村助役（Ger三chts－
schdppe，　Dorfsch6ppe）が村長（D）を補佐した．村落共同体の構成員は村落住民全員
ではなく，原則として農民地保有者に限定されていた．したがって，園地農，小屋住
農，間借人，奉公人は村落共同体から通常は排除されていた．村落内の公的事項は，一
般に慣習法に由来する村落規則（Dorfartikel）によって，規制された．中世末に荘園領
主はその権力的地位を著しく高め，村落共同体から裁判権を奪った．そのために村役
人は近世には判決権を失ない，領主裁判権・警察権の執行を部分的に補佐するにすぎ
なくなった．また，村落規則も領主によって発布されるようになった（25）．
　農村自治体法はようやく1838年に公布され，従来きわめて複雑であった村落制度を
単純化し，農村自治体に一定の自治権を与えた．村落共同体は農村自治体となった．
1村に2共同体がある場合には，それらは1自治体に統合されるべきである．近接し
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た，複数の共同体も1自治体に統合されうる．（この規定に基づいて自治体統合の第一
波が生じた．）国有地，国有林，騎士農場は農村自治体に属さないが，編入されてもよ
い，（大きな意味を持っていなかった自立的農場区域（selbstandiger　Gutsbezirk）は，
1923年自治体法によって廃止され，24年までに近隣の自治体に統合されることになっ
た、）農村自治体の構成員は，そこに土地ないし恒常的な住所を有する者である．自治
体公職について選挙権・被選挙権を持つのは，家屋所有者のみである．夫の死後に土
地所有者となった未亡人も，自治体構成員となりうる．しかし，隠居した者は排除さ
れる．正規の構成員，すなわち家屋所有者を26人以上持つ農村自治体では，自治体参
事会（Gemeinderat）が選挙される．それは，村長（G　　Gemeindevorstand），村長
（G）を代理すべき自治体長老（Gemeindealtester），と自治体委員（Gemeindeaus－
schuBperson）から成り，すべての自治体事項における審議・決定機関である．村長
（G）は農村自治体を代表し，自治体と自治体長老に対して責任を負う．村長（G）と
自治体長老は任期6年で，自治体参事会によって選挙される．自治体委員はそれぞれ
の住民階層（フーフェ農，園地農，小屋住農）毎に，自治体選挙有権者によって選挙さ
れる．これらの選挙は在地官憲（Ortsobrigkeit）の監視の下で行なわれる。村長（G）
と自治体長老の任命も在地官憲の承認を必要とする．正規の構成員が25人以下の農村
自治体では，自治体参事会は組織されず，有権者の全員集会がそれに代わる．自治体
財産は，その農村自治体に属する財産のみであって，フーフェ農団体（Altgemeinde）
に属する財産は，それに含まれない．自治体財産は自治体参事会の決議にしたがって
村長（G）によって管理される．しかし，100ターラーを超える財産の取得・処分に
は，在地官憲の承認が必要である。在地官憲とは，その農村自治体の下級裁判権を持
つ官庁である．1農村自治体の下級裁判権が複数の所有者に帰属する場合には，政府
がその中から在地官憲を決定する．在地官憲は警察権をも持つ．このように，農村自
治体に許容された自治権は，都市自治体のそれよりはるかに小さかった．ただし，
1864年から農村自治体選挙に関する在地官憲の承認の規定は廃止された．
　1873年の改正農村自治体法がいくつかの変化をもたらした．自治体構成員の資格
は，その農村自治体領域内に居住するか，土地を所有するか，あるいは，営業を営な
む，自立した者全員に拡大された．しかし，土地を持たない自治体参事会構成員の数
は，全体の四分目一を超えてはならなかった．村長（G）は邦行政の末端とも位置づけ
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られ，制限された警察権を与えられた．農村自治体は郡によって監督された．一方で
は，人口1万に達した農村自治体り一ザが1859年に，同様のリソバッハが83年に都市
に昇格した．他方では，1889年以後，大都市は近郊の農村自治体の併合を進めた．
　改正農村自治体法は1913年に再改正された．自治体委員は自治体代議員（Gemeinde－
vertreter）と改称された．人口の多い，工業化された農村自治体の発生を反映して，土
地を所有しない自治体代議員の数は，自治体参事会の二分の一にまで引き上げること
が許された．しかしながら，自立的でない住民は，依然として自治体構成員とは見な
されず，したがって，選挙権を持たなかった（26）．
　第3．1831年に成立した立憲王政の歴史的性格を，著者はどのように理解している
のであろうか．これについて著者は，以下に訳出する3篇の論文において，多くを
語ってはいない．しかし，著者は主著において次のような議論を展開している．「この
〔リソデナウの〕内閣は……ザクセンを封建的絶対主義国家からブルジョア的立憲国
家へ移行させ」た．「ザクセンは1831年に絶対主義国家から立憲王制になつ」た（27＞．
「フランスがすでに大革命によって，そして，プロイセンと南ドイツ諸邦がナポレオ
ン支配期に達成していた多くのものを，ザクセンは1830年から数年間の多方面の改革
によって取り戻した」．しかし，「他所では18世紀の絶対主義がすでに廃棄していた，
多くの中世的制度」がザクセンにはなお残存していたために，1830年代だけで改革が
全面的に実施されるには至らなかった．「改革は1840年代まで，さらには，70年代まで
長びき，この時になっても，フランスと比較すると，なお未完成であった（28）」，
「1830年にザクセンで始まった改革は，三月前期には完成しなかった」．そして，19世
紀後半の諸改革が「ブルジョア的立憲国家への移行を完了させた（29＞」，と．
　著者に近い見解を持つと考えられるブラシュケは，この問題についてかつて次のよ
うに書いていた．1830年に始まった「上からの改革」は，「アンシャン・レジーム……
の終末を，封建的諸関係・諸特権の終末を，そして，ブルジョア的自由主義時代の開
始を意味していた」．この改革は国法のすべての分野に及んだので，「憲法の公布から
最後の改革法〔ここでは家産裁判権廃止法が考えられている．〕まで24年」の期間が必
要であった（30＞．　「……家庭裁判所の存続はブルジョア的・自由主義的野憲国家におい
ては封建的状態の，時代に適合しない残基を，意味していた（31）」．1856年の管区（G
A（32））の創設によって「中世的管区（A）制度，家産裁判権と都市裁判権が廃止さ
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れ，国家的裁判区域への国土の近代的……区分が達成された（33）」。しかし，このとき創
出された管区（GA）にあっては，「司法と行政が統合されており，近代的行政原則に
矛盾していた……」．この弊害はようやく1873年目行政改革によって除去された（34）．
1878年のシェーンブルク家協定所領の編入は「重要な変化」を意味していた（35）．
　ブラシュケのこの評価は近年も変わっていない．すなわち，「ザクセン国労史・行政
史の根本的変革は1830年から35年までに行なわれ，それは同時にアンシャン・レジー
ムの時代から，すなわち，封建的隷属に深く根差した秩序および絶対主義的支配形態
から，ブルジョア的自由主義時代への移行を意味していた」．「1831年9月4日に発効
した憲法は，上からの改革の結果として，自由主義的・民主主義的国家観の最大限の
要求に照応するものではなかったとしても，啓蒙的国家観の主旨に縛られていた」．
「この憲法……に基づいて，ザクセンでは封建的絶対主義国家からブルジョア的自由
主義国家への移行が……断絶なしに形式上は実現した．〔もちろん，〕この移行を実質
的に実施するためには，一層の措置が必要であった（36）」．31年「憲法はその基本におい
てブルジョア的自由主義運動の精神によって特徴づけられ」ていた（37）．それから42年
後の「1873年にザクセンでは，1831年とその後の数年におけるような国家改革は実施
されなかった……」．しかし，下級官庁における司法と行政の分離に見られるように，
「いくつかの点では，1831年に始まった改革は，ようやく1873年に本当に実現され
た（38）」．1878年にシェーンブルク家協定所領における司法・行政高権がすべてザクセ
ン国家に移譲され，「これによって近代国家形成の過程が完全に終了」した（39）．
　そして，立憲王制を廃棄した1920年ザクセン共和国憲法について，ブラシュケは次
のように述べている．共和国憲法は「国法上の決定的な変革をもたらした．それは．
「主権は国民に発する」との原則をもって，民主主義の実現を宣言した（40）」．この憲法
は20世紀の他の諸憲法と同じく，「議会主義的・民主主義的憲法」という性格を持って
いた（41），と．
　それでは，「ザクセン改革」を特徴づけたのは，どのような社会層であったのか．こ
れについて著者は，1831年から35年までに多数のライプツィヒ市民が，開明的貴族の
主導する中央政府の要職に就いたが，彼らは「以前は弁護士，都市吏員，商人であっ
て，〔旧メッセ都市〕ライプツィヒの商業市民層の利害を代表していた（42）jと記してい
る．ブラシュケも，貴族の大臣の下での何人かの市民出身の本省参事官（43），さらに，
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ドレースデンの中央官庁に招聴された，ライプツィヒの市民たち，が「ザクセン改革」
に「まったくブルジョア的な性格」を与えた（44），との見解である．この場合，市民な
いしブルジョアとは何であるか．ブラシュケは次のように説明する．1830年以前の旧
体制下の都市には，市参事会の構成と選出方式から分かるように，民主主義は存在し
なかった．「それにもかかわらず，この古い都市制度は封建的秩序の打破を意味してお
り，……社会的進歩の一現象と評価されるべきである．19世紀に，時代遅れの封建的
秩序の廃止とすべての都市および自治体における地方自治の整備に導いた，あの制度
的原則と行政原理が，都市ではすでに中世末期・近世初期に準備されていた．……封
建時代に都市に発生した市民の自由とブルジョア民主主義の観念は，19世紀の民主的
運動が目指し，ブルジョア的立憲国家において達成したものの内容をなしていた（45）」，
と．中世都市市民層から近代市民層への連続的発展が主張されているわけである．近
代市民層，そして，近代国家がこのような方向でのみ形成された，との把握に関して
は，なお検討の余地があると考えられる．
　最後に一言．この訳者序言は，訳者あとがきとして本訳の末尾に置いてしかるべき
ものであるが，本誌投稿枚数制限との関係で，ここに入れることにした．
?
（1）本領地域，副次的地域については本訳第1章第1節202ページ参照．
（2）1828年には高等宮廷裁判所顧問官（Oberhofgerichtsrat）と呼ばれていた．　SHB
　1828，S．269．1837年には控訴裁判所の陪席判事の一部が高等官廷裁判所参事官
　　（Oberhofgerichtsrat）の称号を持っていた．　SHB　1837，　S．138，140．しかし，
　1839年には，この称号を持つ陪席判事はいない．SHB　1839，　S．67－69．
（3）本領警察委員会については本訳第1章訳注［7］参照．
（4）県（K）については本町第1章訳注［31］参照．
（5）宗務委員会については本訳第1章訳注［45］参照．
（6）枢密顧問会議については本訳第1章訳注［3］参照．
（7）以上，Blaschke　1958，　S．　46－51；Schmidt　1966，　S．30，278－281；Klein　l983，
　S．　809－814，　837．
（8）本領司法委員会については本底第1章訳注［7］参照．
（9）ザクセンで多数を占めるルター派教徒の婚姻事項については，各控訴裁判所に
　聖職者が陪席判事として加えられた．ただし，カトリック教徒の婚姻事項につい
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　．てはドレースデンのカトリック宗務局ないしrk　一バーラウジッツではバウツェン
　の聖ペテロ大聖堂参事会宗務局が下級審，ドレースデンの助任司祭裁判所（Vika－
　riatsgericht）が中級審となった．　Schmidt　1966，　S．308．
（10）　GS　1835，　S．62．
（11）以上，Blaschke　1958，　S．　119－121；Schmidt　1966，　S．　303－305；Blaschke
　1983，S．618－619．なお，ライプツィヒ大学法学部は1846年の布告によって判決団
　としては王立判決団と名付けられた．GS　1846，　S．66．しかし，後者は1856年の命
　令によって廃止された．GS　1856，　S．326．また，1879年からドレースデン区裁判所
　が本領地域に対する封官庁となった．Blaschke　1958，　S，126．
（12）　Paul　Laband，　Das　Staatsrecht　des　Deutschen　Reiches，　5．　Aufl．，　Bd，3，
　Tubingen　1913，　S．430－444；　Blaschke　1958，　S，126；　Schmidt　1966，　S．315；
　Blaschke　1984，　S．　786．なお，ライプツィヒにはすでに1683年に商事裁判所（Han－
　delsgericht）が設置された．　Klein　l983，　S．838．商事裁判所は1861年の命令によっ
　て地区裁判所（本四第3章第1節第（5）参照．）に付置された．GS　1861，
　S．559．しかし，これは1879年に廃止された．GS1879，S．61．一1914年に邦高等
　裁判所担当首席邦検事は検事総長，同次席邦検事と地方裁判所担当邦検事の一部
　とは邦高等検事の称号を持っていた．SHB　1914，　S．85－86，90．
（13）　GS　1880，　S，34．
（14）　Otto　Mayer，　Das　Staatsrecht　des　KOnigreichs　Sachsen，　TUbingen　1909，
　S．　240．
（15）　Mayer　1909，　S．　277－278；　Schmidt　1966，　S．　247，
（16）県（KD）については本訳第1章訳注［31］参照．
（17）　Schmidt　1966，　S．　302－303；　Blaschke　1983，　S．　619．
（18）管区（A）については本甲第3章第1節（2）参照．
（19）以上，Blaschke　l958，　S．58－61；Schmidt　1966，　S．145．
（20）この時期の郡については本訳第3章第1節（1）参照．
（21）ただし，都市領主はその裁判権を放棄することができる，と定められた．GS
　1832，　S．　75－76．
（22）県（KH）については本訳第1章訳注［31コ参照．
（23）この時期の郡については本門第3章第2節（1）参照．
（24）以上，Blaschke　1958，　S．129－134；Schmidt　l966，　S．144－146；Blaschke
　J983，　S．　614；　Blaschke　1984，　S．　791．
（25）以上，Blaschke　l　958，　S，69－72；Klein　l983，　S．833－835．
（26）以上，Blaschke　1958，　S．　135－138，140；Schmidt　1966，　S．146－147，315；
　BJaschke　1983，　S．623－624；　Blaschke　1984，　S．79J－792；　Blaschke　1985，
　S．　594．
（27）　Schmidt　1966，　S．127－128，
（28）　Schmidt　1966，　S．　171，
（29）Schmidt　1966，　S．315．一31年憲法第1条は，ザクセン王国が「一つの憲法の下
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　に統合され」る，と規定した．しかし，「この状態は1831年以前には達成されてい
　なかった……」．上の規定は，「改革が国土全域で実施されるための前提を創り出
　す」べきものであった．A．　a．　O．，S．178．この前提は，「シェーンブルク家がかつて
　の領邦君主的権力の最：後の残基を失なった」1878年に，ようやく充たされた．
　A，　a，　O．．　S，　191．
　　　　　’
（30）　Blaschke　1958，　S．79－80．
（31）　Blaschke　1958，　S，121．
（32）管区（GA）については本訳第3章第1節（5）参照．
（33）　Blaschke　1958，　S，123．
（34）　Blaschke　1958，　S．113．
（35）　Blaschke　1958，　S，115．
（36）　Blaschke　1983，　S．612－613．
（37）　Blaschke　1983，　S．629．
（38）　Blaschke　1984，　S．795．
（39）　Biaschke　1984，　S．785．
（40）　Blaschke　1958，　S．90．
（41）　Blaschke　1985，　S．588．
（42）　Schmidt　1966，　S，132．
（43）本省参事官については本訳第1章訳注［12］参照．
（44）　Blaschke　1983，　S．612，
（45）　Blaschke　1958，　S．62，
第1章1831年から1918年までのザクセンの中央行政
?
5ts　＊
面冊
　ザクセンの中央行政は太領地域（Erblande）にとってばかりでなく，オー
バーラウジッツ，したがってゾルブ人にとっても重要な意義を持っていた．
1815年に25万人のゾルブ人のうち約5万人，すなわち20％がザクセン領に住
んでいた（1）．ザクセンの全人口は1918年までの100年間に4倍に増加したけ
＊　Gerhard　Schmidt，　”Die　Zentralverwaltung　Sachsens　von　1831　bis　1918”，　in：　LetoPis，
　Reihe　B，　Bd．　27，　1980，　S，19．
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れども，ゾルブ人人口の絶対数はいくらか減少した．
　ザクセンの中央行政とその指導者たちの研究は，従来それについての総合
的な歴史記述が存在しなかったので，ゾルブ人の歴史の理解にも寄与し，ゾ
ルブ人の住むドイツの2邦，プロイセンおよびザクセンの政府のゾルブ人政
策の立ち入った比較を可能にするであろう．
（注）
（1）　J．Solta／H．　Zwahr，　Geschichte　der　Sorben，　Bd．2，　Von　1789　bis　1917，
　Bautzen　1974，　S．　59，　248．
第1節　1815年以後のザクセンと1830年以後の中央行政の改革＊＊
　ザクセン王国（2）は面積約1．5万平方キロメートルの，政治的には重要でな
い，ドイツの中規模の邦であるが，すでに16世紀以来，とくに18世紀末以来
の生産力と生産関係の発展のために，経済的・文化的には指導的なドイツ諸
邦の一つであった．19世紀のうちにザクセンは農業国から工業国へのとくに
早期的な移行を，そして，当時のドイツではライン・ルール地方とザール地
方でのみ同じ程度に見られた，著しい工業化を，果たした．これと関連し
て，人口は1815年の120万人弱から1914年の500万人弱へと，異常に急速に，
つまり，ドイツの他の地方よりはるかに急速に増加し，1933年には520万人
に達した．こうしてザクセンは，1平方キロメートル当り人口密度が346人
という，全ヨーロッパで人口の最も稠密な地域の一つとなり，広範な地域が
都市化した．1861年には全人口の25．1％だけが農業で，それに対して，
56．1％は工業で，7．8％は商業・運輸業で生活していた．1925年には農業は
わずか9．1％であり，工業はほとんど変わらず56．4％で，商業・運輸業は
16．7％であった．決定的に重要なのは繊維工業であり，そこでは中小経営が
＊＊　Ders，，　ebenda，　S．19－29，
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支配的であった．その中心はエルツゲビルゲ，フォークトラント，オーバー
ラウジッツ南部にあった．機械工業，鉱山業，金属精練業も重要であった．
この部門では1850年頃すでに，個々的には労働者1，000人以上の大経営も存
在した，ザクセンの工業，とりわけ繊維工業は輸出依存度がきわめて高く，
必要な原料と半製品も多くが輸入された．そのために，その景況は，発展し
た商業・運輸業に頼っていた．
　ザクセンのこの特殊な経済事情は，多数の手工業的小市民層と影しいプロ
レタリアートとを伴なう階級構造を，規定していた．プロレタリアートは，
圧倒的に家内工業的な性格のために，小市民層あるいは小農層となお密接に
結び付いていた．早くから広まっていた，小市民的民主主義者の政治組織
（例えば共和派の諸協会），初期的な労働運動組織（その一部は共産主義者同
盟ないしシュテファン・ボルソの労働者友愛会の影響の下にあった．），およ
び，強力な労働組合組織（とくに葉巻労働者と印刷工のそれ）の早期的発
生，が注目すべきものであった．ザクセンのブルジョアジーの中では，マ
ニュファクチャー資本的・家内工業的諸関係の下で，そして，対外貿易関係
の必要のために，当初は商業市民層が他のドイツ諸邦でよりはるかに重要な
役割を演じていた．1846年に商人の納税額は30，713ターラーであり，それに
対して，工場主のそれは20，817ターラーにすぎなかった．その後，工場主の
納税額は著しく増大し，1856年以降は商人のそれを上回った．しかしなが
ら，ライプツィヒの商業・銀行ブルジョアジーはその後も経済的優位を保ち
続けた．
　ザクセンの市民層の強力な経済的地位に反して，ザクセン国家の性格は
1830年までは封建官僚制的なものであった．国家の指導的地位から以前はほ
とんど排除されていた市民層は，1831年以後，政府の指導的地位にわずかな
がら就くようになり，その割合は1848－1849年以後，そして，1867年ないし
1871年以後次第に高くなった，しかし，その後も1918年までは農業的・保守
的勢力が官吏層と邦議会（Standeversammlung［1】）Vこおいてなお支配的で
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あった。
　行政全体の構造も後進的であった（3）．とりわけ16世紀に創出され，身分制
議会（Stande［1】）も関与していた，領掌君主の行政組織は，それ以後はほと
んど変更されなかった，16世紀以後に新たに獲得された領土（1800年頃に全
領土の約三分目一）は，1815年な：いし1831年まで「副次的地域」（Nebenlan－
de）として特別の基本法，行政・司法官庁，身分制議会，租税および法律を
持ち続け，君主ときわめて複雑な中央官庁とによってのみ古い「本領地域」
と結び付いていた．中央行政において18世紀には純粋に領邦君主的な新しい
官庁が，身分制議会の影響を受ける，古くからの諸機関と並んで，設置され
た．しかし，これらの官庁は後者の権限を制限しただけで，廃止はしなかっ
た．そのために官庁組織，とくに中央行政のそれはきわめて複雑で，雑然た
るものであった．1706年から1831年までのザクセン国家の最高官庁は，国王
および選帝侯の官房としての，同時に内務・外務・軍務の3部門を持つ上級
省（Oberministerillm）としての，枢密官房（Geheimes　Kabinett【2】）であっ
た．1813年から1830年まではデトレフ・フォン・アイソジーデル伯爵が全能
の総理大臣（Premierminister）としてこれら3部門のすべてを掌握してい
た．この枢密官房の下にあって，身分制議会の影響をも受けた枢密顧問会議
（Geheimes　Konsilium［3】）は，領土の各部分の官庁に対する上級監督権を次
第に制限されてゆき，大抵の副次的地域が失なわれた後の1817年からは，枢
密院〔第二次〕（Geheimer　Rat）の名称の下で単なる審議機関となり，大抵の
上級官庁と同格となった．純粋に丁丁君主的な中央財務官庁は枢密財務委員
会（Geheimes　Finanzkollegium［4］）であった．枢密陸軍顧問委員会（Gehei－
mes　Kriegsratskollegium［5］）一1814年からは陸軍行政室（Kriegsverwaト
tungskammer［6］）一はザクセン陸軍の徴兵，兵姑，装備と軍備について権
限を持っていた．本領地域の司法・警察官庁としての本領警察委員会（Lan－
desregierung［7】）は1815年以後は王国全体の中での意義を高め，中央官庁と
ほとんど等しくなった．
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　全王国のすべての部分を共同して処理する統一性と権力は存在せず，中央
権力の命令はしぼしば不完全に，そして緩慢に実施された．1808－15年にフ
ランス，ライン同盟諸邦およびプロイセンの例にならってザクセンに統一的
な基本法を与え，さらに改革を実施しようとする身分町議会（Landtag［i］）議
員，国家官吏，時論家たちの精力的な努力は，実現しなかった．このような
改革の主要な受益者たるザクセンの市民層が，なお弱体であったからであ
る．そのためにこれらの改革案は，きわめて保守的な国王フリードリヒ・ア
ウグスト一世（1768－1827年）と彼の枢密官房に拒否されて挫折した．
　1830年の民衆運動の印象の下でようやく，すでに存在していた反対派官吏
は，自由派の枢密顧問官（Geheimer　Rat［3］）フォン・リソデナウに指導され
て，それまで支配的であった封建的反動派に打ち克ち，政府の指導的地位を
獲得した．1年後の1831年9月4日に，南ドイツのそれを模範にして起草さ
れた憲法圖が，ザクセンで公布された．それ以後は，これまで相当に自立的
であったオーパーラウジッツと，その他のいくつかの小規模な領土とは，特
別の基本法を失なった．ザクセンは今ようやく，中央行政が至るところで均
質に作用する統一的国家領域を，持つこととなった．しかし，オーバーラウ
ジッツの地方身分制議会（Provinzialstande）はいくつかの重要な特権を留保
しており，それらはドイツ人とゾルブ人の民衆的要求にもかかわらず，きわ
めて緩慢に取り除かれてゆき，その一部は1920年と1945年までも保持されて
いた．こうして，ここでは後進的な封建的諸関係が20世紀まで維持されたの
である（4）．
　〔31年憲法によって〕王室は国家行政から分離された．その代わ引こ国王
は王室費を得た．貴族だけが支配的であった封建的な身分制議会（Stande－
vertretung［1］）は，人数は少ないが，一層有能な議員を持つ，二院制の邦議会
（Landtag［1］）に代わった．上院は，一部は身分制的な議員，一部はいくつか
の組織から選ばれ国王によって任命される議員，あるいは，国王によって選
ばれる終身議員，から成り，ここでは貴族が決定的な影響力を持ち続けた．
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下院では，騎士農場所有者，都市当局，農民，商工業の代表が3年毎に選挙
された．その場合，市民層は従来より数多く，そして，農民は初めて議員を
送った．この選挙権は社会・経済的に最も重要な諸階級・諸階層の正当な選
出をなお決して意味してはいなかった．それに加えて，両院の権利は制限さ
れていた．大臣は邦議会によっては選出されず，国王のみによって任免さ
れ，両院の明確な同意なしにその職務を遂行した．法律と国家予算は両院の
議決によって初めて発効した．しかしながら，憲法上のこの原則さえ，留保
権によって破られていた．そこで，邦議会に対する国王の地位はザクセンで
は，当時の他の立憲国家で通例であったよりも，強大であった．邦議会は，
かつての身分制議会と比較すると著しい改革を意味していたが，現実の国民
代表では決してなかった．それに関連する憲法上の諸規定は，それの制定時
にすでに先進諸国と比べて遅れており，ザクセンの経済的・社会的発展はそ
れを追い越していた．
　しかしながら，この憲法は．限界を持つにせよ，国政の全分野における多
方面の改革への発端をなした，これらの改革はザクセンにおいて資本主義の
時代を開始させ，その後の1世紀の発展を規定した．これに関連して，国家
行政も権力の集中と専門省（Fachministerium）の設置によって変革された．
1831年11月7日の命令によって，審級に関して重複し，しばしば対立した旧
来の中央諸官庁は廃止された．その代わりに法務，大蔵，内務，陸軍，宗
教・公教育，および，外務の6専門省が創設された．中央諸官庁の新設を補
完するものが，新しい中級官庁の設置であった．
　諸省の設置は1791年のフランスでと同じく1831年のザクセンでも，憲法の
規定の必然的な結果であった．すなわち，各大臣は自からの憲法違反につい
てばかりでなく，大臣が副署によって協同する国王のすべての行為について
も，邦議会に対して責任を負うことになった（5）．したがって，国王は憲法
上，それについて責任を持つ大臣〔の同意〕なしには，まったく行動できな
くなった．大臣答責制の結果として，従来一般に合議制的に（kollegialisch）
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運営されていた中央官庁は，各省の大臣がすべてを決定する，単独責任制的
な（bUromaBig）ものに代わった．したがって，大臣は憲法上，その官庁にお
ける参事官（Rat）の票決に拘束されず，単独で決定を下だした．責任も大臣
だけが負ったからである，それにもかかわらず，従来の合議制の利点，すな
わち，「根拠の熟慮された慎重な調査とそれに基づく，個人の独裁に対する
保証」は維持されるべきであった．各省に下属する中級官庁は，それ以後も
合議制に基づいて組織された．各省内部でも大臣は従来と同じく，参事官
〔かつての顧問官〕と審議した．しかし，決定を下だしたのは大臣だけで
あった．
　とりわけ，専門大臣たち（Fachminister）は最重要国事事項の審議のため
に合議制の閣僚会議（Gesamtministerium）として合同した．したがって，リ
ンデナウとその同僚たちは単独責任制と合議制との連結を目指したのであ
る．拡大された閣僚評議会（Ministerrat）たる国家評議会（Staatsrat［9］）の
創設も，その目的のためのものであった．国王は閣僚会議には事情によって
出席したが，国家評議会には常に出席した．
　1791年のフランスでと同じく1831年のザクセンでも，すべての大臣は同権
であった．シュタインとハルデンベルクの時代のプロイセンのような総理大
臣，国家官房長官（Staatskanzler［10］），首相（Ministerprasident［11］）は存在し
なかった．閣僚会議議長は序列の最も高い大臣であったが，優越した地位を
持っていたわけではない．彼は三大臣に対する責任も，国王のみによって任
命される同格の大臣の選任に対する影響力も，持っておらず，高い俸給も受
けてはいなかった．大臣たちは閣僚会議議長との連絡を決して報告（Be－
richt）の形ではなく，依頼の書簡（Requisitorialschreiben）tlこよって行なっ
た．したがって，彼らは同権であった．チューリンゲン諸邦では議長だけが
国家大臣（Staatsminister）と呼ばれたが，ザクセンではすべての大臣がこの
称号を持っていた．行政の統一は，閣僚会議における大臣たちの合議制によ
る審議によって達成された．しかし，閣僚会議は通常は報告と意見書を国王
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に直接には送らず、各担当大臣にそれを委ねた．国王は大臣の提案と個人か
らの陳情との処理のために，かつての枢密官房に名前だけは似ている王室宮
房（Kabinettskanzlei）を，持っていた．〔しかし，〕それは政治の中心ではな
く，国王の事務所であり，使者の詰所にすぎなかった．（とくに法律と命令に
おける）国王の認証への副署は，もつぼら専門大臣によって行なわれた．そ
の場合，代理は他の大臣によってのみ可能であった．それに対して，各省の
文書には代理として本省参事官（Ministerlalrat［12］）も署名することができ
た．各大臣はその管轄事項について，国王に対してと同じく邦議会でも自か
ら答弁せねばならなかった．議会に対するこの大臣答責制は内閣の協力関係
を強化した。全大臣の同権と自立性は，1830年以前の専制的総理大臣アイン
ジーデルの苦い経験とリンデナウの個人的権力欲の小ささによって規定され
たものであるが，しばしば困難と対立を生じさせた．さらに，それは国王の
立場を強めた．国王〔だけ〕が大臣たちの意見の一つを選ぶことができたか
らである．
　各省はそれぞれ専門分野の原則にしたがって構成されていた．それに対し
て，旧来の封建的な中央官庁の一部は地域別に構成されていた．領土の一定
部分はその特権のために変則の取り扱いを受けたからである．新しい各省は
中級・下級官庁に，前身の官庁より大きな自立性を許した．各省は，あらゆ
る細事に関して問い合わせを受ける必要がないように，独自の決定を下だす
ための法的規定を，中級・下級官庁に与えた。それに対して，各省自身はそ
の機能を一般的で重要なものに限定した．6省の中の5省一法務，内務，
大蔵，陸軍，外務一は1791年のフランスおよび1808年のプロイセンと同じ
ものであった．フランスで1804年に，プロイセンで1817年に追加された宗教
省（Kultusministerium［i3］）は，ザクセンでは最初から設置された．宗教事情
が，宗教改革のこの母国では，また，王家の宗派がカトリックであったの
で，とくに考慮される必要があったからである．
　法務省はザクセンではまったく新しい組織であった．同省は1831年に枢密
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官房と枢密院〔第二次〕との司法部門，および，これまで枢密財務委員会に
属していた，司法管区（Justizamt［141）と鉱業裁判所（Berggericht［15］）とに
対する監督権を，1835年には本領警察委員会の任務をも，引き継いだ．プロ
イセンではすでに1737年から独立の法務省が存在していたが，ザクセンでは
1831年掛で内務行政，司法行政と判決権（Rechtsprechung）は中央官庁でも
下級官庁でも統合されており，中央の司法行政はいくつもの官庁によって同
時に執行されてきた．全国の立法を主宰した18世紀プロイセンの旧法務省と
異なって，ザクセンの法務省は1808年のプロイセンのそれと同じく司法分野
の立法のみを処理した．したがって，他の諸省はそれぞれの法案を自から作
成した．法務省は司法行政官庁にすぎず，裁判所［17］（1856年まで存続した家
産裁判所［16］を含む．）に対しては，上級監督権を行使しただけであり，判決
権と非訴裁判権を自から執行することはなかった．したがって，同省は裁判
所の判決に影響力を持たず，司法組織のみを規制した．1874年まではすべて
の下級裁判所は同時に行政官庁であった．しかし，法務省はそれらの裁判所
の司法分野のみを管轄した．同省は弁護士と公証人を監督し，初期には封事
項と下級および上級裁判権の賦与とを取り扱い，国王の赦免と恩赦を仲介し
た．法務省は，ドイツ連盟諸邦を含む外国とのすべての法律関係を，規制し
た．1856年以後，法務省は新設の邦検事局（Staatsanwaltschaft［18】）を監督し
た．1871年以後はザクセンの司法関係立法はドイツ帝国の上級帝権に服属さ
せられた．1879年以後，法務省は名誉職としての新しい治安判事（Friedens－
richter［19］）をも管轄した．
　大蔵省はザクセンで最大の省であった．それは1831年にほとんど変更なし
に枢密財務委員会から生じた．ただ，司法管区と鉱業裁判所とに対する監督
権を法務省に譲り渡し，枢密官房の財務関係の任務を引き継いだ．これに
よって，18世紀に準備されていた，ザクセンの財務行政の集中化が，完了し
た．
　大蔵省は国有財産，とくに，御料地と，かつては国王のものと見なされて
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いたが今や国家に管理されるようになった諸特権一それには森林・狩猟・
筏流し・鉱業・鋳貨・郵便・塩専売・水利・護送特権が含まれていた．一
とを，管理した．道路・橋・堤防の建設も財務事項に属した．同省の第2の
重要任務は直接税，間接税，関税の管理であった．さらに同省は国庫と国債
の上級監督権を行使した．同省は国家予算案を編成し，財務事項の法案を作
成した．大蔵省の新しい任務は19世紀央に交通と工業の急速な発展のために
生じた．とりわけ国有鉄道，後には電信が同省の管轄とされた．郵便と電信
は1868年に一部門北ドイツ連邦に，次いでドイツ帝国に移管された．
　大蔵省の下で間接税はドレースデンの関税・間接税庁（Zoll－und
Steuerdirektion）一1909年以後は関税庁（Generalzolldirektion）　　と，い
くつかの関税局（Hauptzollamt）および間接税局（Hauptsteueramt［20］）セこ
よって管理された．それに対して，直接税の管理に関しては税務大区（Steu－
erkreis）が中級官庁，税務区（Steuerbezirk）が下級官庁であった．特殊分野
として大蔵省の下には，とりわけ郵便官庁．フライベルクの上級鉱山管区
（Oberbergamt［21］）といくつかの鉱山管区（Bergamt［21］），王立ドレースデソ
造幣所【22］，塩専売事務所（Salzverwalterei［231）7，森林監督局（Oberforst－
meisterei［24］）15，道路建設・河川工事・官庁庁舎および御料地建物の建築に
関する特別委員（Kommissar［25］），さらに，1869年以後は国有鉄道庁（Gene－
raldirektion　der　staatlichen　Eisenbahnen［261）があった［2η．
　内務省は大蔵省と異なって，まったく新たに創出されたものであった．同
省は中央官庁における司法と内務行政との分離によって成立し，1831年に枢
密官房，枢密院〔第二次〕，そして1835年以後，本領警察委員会の任務を引き
継いだ．
　同省に委ねられた内務行政という分野は，19世紀の国家観に照応して，き
わめて広範であった．それは国境・高権事項，邦議会・県身分制議会（Kreis－
tag【28］）事項，都市・農村自治体［29］事項を含んでいた．とりわけ警察が内務
省の管轄の下にあった．警察として当時は公安維持のための保安警察，警務
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隊（Gendarmerie），政治警察，国籍事項ぽかりでなく，救貧と福祉事業，そ
のための諸財団，建築監督，防火，医療行政，とりわけ，私的経済全般（商
業・小営業・工業・農業）と職業学校とに対する監督も，含まれていた．統
計，民兵団（Kommunalgarde［30］），刑務所，医療施設も内務事項に属してい
た．1836年には出版検閲事項が宗教省から内務省に移管された．それによっ
て検閲は一層厳格に組織化され，強化された．
　内務省の発展は，ザクセンでとくに早くから著しかった，工業と交通の発
展によって，規定されていた．ザクセン国家は後者の発展にますます関与し
たので，それを管轄する内務省は，1831－35年から1918年までに他のどの省
よりも顕著な拡大を示し，ついには大蔵省と同じほどの大きさとなった．新
たに付け加わったのは，とりわけ交通，〔工場などの〕技術的建造物と私営鉄
道であった．
　内務省は1855年以後，総務局（Generalabteilung）と専門局（Fachabtei－
1ung）4とから成っていた．第一次世界大戦中に農業が第三局（経済）から
分離され，第五局の管轄となった．1915年3月に戦時政策のための新しい局
が創られ，工業への原料の供給と国民への食糧の供給を規制した．食糧不足
が深刻になると，同局から原料問題を切り離して，食糧品の合理的配分のた
めに特別の邦食糧部（Landeslebensmittelamt）が創られた．1918年11月21日
に田部と第三局・第五局から，経済的窮境を克服するために，また，帰還兵
に職を与えるために，労働・経済省が創設された．1919年1月22日にはこの
省は経済省と労働省に分割された．社会主義者の主宰する労働省の創設は，
労働老諸政党によってすでに早くから要求されていたのである．
　内務省に所属する中級官庁として，1835年から1874年までは4の県（KD
　　Kreisdirektion［3i］），1874年以後は4ないし5の県（KH－Kreishaupt－
mannschaft［31］）があった．内務行政の下級官庁としてさしあたりは司法管
区，家産裁判所，郡長（Amtshauptmann［32】一以下では単に堅磐と記され
る．），市参事会が併存しており，1856年からは管区（GA－Gerichtsamt［33】）
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が四二老にとって代わり，1874年以後は郡（Amtshauptmannschaft［34］一
以下では単に郡と記される．）が下級官庁となった．同省に所属する官庁と
して，さらに警察署（Polizeidienststelle［35】），警務隊支署（Gendarmerie－
dienststelle［36】），邦衛生部（Landesgesundheitsamt［37］），地区医師，地区獣医
師，社会保険部（Versicherungsamt［38］），廃疾保険施設（Versiche－
rungsanstalt［39］），火災保険室（Brandversicherungskammer［40］），火災保険施
設事務所（Brandversicherungsamt［41】）5，医療施設，刑務所，商業・営業会
議所（Handels－und　Gewerbekammer［42］），工業検査委員会（Gewerbeins－
pektion143］），および，数多くの施設・学校があった［44］．内務省の管轄の下に
ある専門学校の数は，工業化の進展とともに著しく増加した．
　宗教・公教育省は，枢密官房の下にあり，上級宗務委員会（Oberkonsis－
torium［45］）と人的に結び付いていた宗教顧問会議（Kirchenrat［461）から，
1831年に教会と学校に対する監督権を引き継いだ，同省はすべての宗派の教
会に対する，そして，ザクセンで支配的な福音ルター派教会内部の諸事項に
関する，国家最高の監督官庁であった．教育全般に対する監督は，さしあたり
はすべての審級において教会に対する監督と直接的に結び付けられていた．
宗教省と，同省に所属するすべての官職一教会監督（Superintendent14η）と
在地の聖職者を含む．一との権限は，1874年までは両者〔教会と学校〕に
対して同じように及んだ．1831年には教会に関する任務が，教育に関する事
項より優位を占めていた．1874年に福音派教会の監督は教育行政から切り離
された．それ以後，教育行政が宗教省の主要任務となった．同省は福音ル
ター派教会に対しても，その他の宗派に対してと同じく国家的上級監督権の
みを保持することになった．同省は学会の創設と大抵の教会・学校・奨学財
団をも承認した．それに対して，救貧・医療財団は内務省の管轄に属した．
ザクセンの宗教省は1871年に，ドイツ帝国から完全に自立した地位を保つこ
とができたので，また，ザクセンの教育制度は拡充・改善されたので，同省
は1918年まで拡大し，最初はほぼ同じ規模であった法務省より，はるかに大
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きくなった．
　宗教省の上には福音事項閣僚会議（die　in　Evangelicis　beauftragten
Staatsminister）があった．後者は福音ルター派教会に対する領邦君主とし
ての最高宗教権力を保持していた．1697年にカトリックとなったザクセン国
王は，その権力を自からは行使できなかったからである．同会議に関与して
いたのは，1840年までは福音派の大臣全員であったが，それ以後は法務・大
蔵・内務・宗教の4大臣のみとなった．しかし，重要な問題にあっては宗教
大臣は領邦君主自身の決定を求めねばならなかった．
　ほとんど審査・聖職授与官庁にすぎなかった邦宗務委員会（Landeskonsis－
torium［45】）と，4県（KD）の特殊部門としての県教会・教育監督委員会
（Kirchen－und　Schuldeputation）とは，1835年から1874年まで宗教省の下に
あった．プロイセンでは1850年に福音派独自の高等宗務庁（Oberkirchenrat）
が宗教省福音局（Evangelische　Abteilung）から成立したが，ザクセンでは，
それに照応した，教会のみにかかわる官庁は，ようやく1874年に創設され
た．従来より権限を拡大した福音ルター派邦宗務庁（Evangelisch－Lutheri－
sches　Landeskonsistorium［45】）が，それである．下級官庁の地区教育監督委
員会（Bezirksschulinspektion【48］）は今や中級官庁を持たず，宗教省直属と
なった．邦宗務庁は福音事項閣僚会議の下位官庁となった．同会議を構成す
る諸大臣の中では，もちろん宗教大臣が教会関係の諸問題について最も精通
しており，このために決定的な力を持っていた．
　ライプツィヒ大学，中等学校，師範学校，教員資格審査委員会は宗教省に
直属していた．1876年に宗教省は内務省からドレースデソの技術老養成施設
の監督権を譲り受けた．この施設は1890年に工科大学に昇格した．
　陸軍省は，1831年以前には枢密陸軍官房〔第二次〕（Geheime　Kriegskanz－
lei［49］）が処理していた陸軍司令事項と，かつての陸軍行政室の陸軍行政事項
とを統合した．すべての軍務・司令事項における上訴官庁としての同省は，
枢密院〔第二次〕の後身官庁でもあった．司令事項は，それが軍団司令官
一211一
212
（Kommandierender　General）一軍団司令部（Generalkommando［50］）一
によってではなく，国王自身によって決定されるべきものであるかぎり，軍
隊の編成とその人員にかかわった．陸軍行政事項に属したのは，陸軍行政に
関する予算案の作成，決算および軍の経理であった．さらに陸軍省は軍の給
養，とくに〔国民からの〕軍のための諸給付の確定・配分・補償を規制し
た．同省は新兵補充と除隊について定めた．軍法会議（Krjegsgericht［51］）は
軍に関する犯罪についてのみ陸軍省め管轄の下にあり，その他の点では法務
省の下にあった．
　それ以外に陸軍省の下にあったのは，衛戌・要塞司令官f52］，上級軍事建設
部（Militar－Oberbauamt［53］），中央兵器庫（Hauptzeughaus［54］），軍人養成施
設，軍刑務所，軍付きの聖職者であった．1848年以後は陸軍参謀部（Gene－
raistab［551）は，軍団司令官にではなく，陸軍省の下に置かれ，それによって
同省の影響力は強化された．
　国王と軍団司令部との間で陸軍省は決定的な地位を占めていた．すなわ
ち，軍事事項における国王の命令は陸軍大臣のみによって作成され，国王に
対する軍事事項の届け出と報告は，口頭で上申できるように文書で陸軍大臣
に送られ，大臣はその原本を国王の王室官房に提出し，国王の決定を軍団司
令部に送付した．緊急の例外的場合にだけ，軍団司令官は国王に口頭で直接
報告することができたが，事後的にそれを文書にして陸軍大臣に届けねばな
らなかった．それ自体では同格のこれら二つの官職の間の相互関係において
も，陸軍大臣の影響力が大きかった．これら両者にかかわる行政事項，例え
ばいくつかの人員事項，において決定を下だしたのは大臣であった．とりわ
け陸軍省はすべての軍事事項に関する最上級の告訴審であった．したがっ
て，陸軍大臣が邦議会に責任を負っていたザクセンでは，邦議会が，軍制に
ついて事実上監督する可能性を持っていた．それに対して，プロイセンでは
軍事内局（Militarkabinett）の長としての高級副官（Generaladjutant）は国
王に直接上申することができた．彼はついに1883年には，かつて彼の上位に
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いた陸軍大臣から，完全に独立し，こうして，国王の無制限の司令権が立憲
制の外部に存在することとなった．
　1867年7月26日の北ドイツ連邦憲法によってザクセンの軍制は連邦の監視
と法律に服することになった．この規定は1871年にはドイツ帝国に委ねられ
た．軍隊に関する立法高権，施行令を定める権利，司令権の一部，平時兵員
の確定および軍事費は帝国に移管されたのである．しかし，ザクセン陸軍は
ドイツ帝国陸軍の枠の中で独立の軍団（Kontingent）であり続けた．司令権
の一部，とくに将校の任命，昇進，転任，免職の権利はザクセン国王に残さ
れていた．国王は上級懲戒権，法律の枠の中での軍隊命令権（Armeeverord－
nungsrecht），恩赦権，彼の軍団を独自に組織し，行政的に管理する権利，を
持っていた．そのために，軍団長（Kontingentsherr）としてのザクセン国王
の憲法上の権利と義務を守る官庁としての陸軍省は，ドイツ帝国が続くかぎ
り，存続した［56］．同省は1918年に軍事省と改称され，1919年に廃止された．
ヴァイマル憲法によって軍事事項はドイツ国の専管事項に移管されたからで
ある．
　外務省は任務分野と人員に何の変更も受けないで，1831年半枢密官房の外
務部から創られた．同省は外国の宮廷と政府に対するザクセン王国と王家の
関係を処理した．文書と口頭によるすべての外交交渉と，同省に属する大使
館と領事館に対する監督，がそれであった．とくに同省は外国との交渉を主
宰した，すなわち，国家間の条約その他の協定を締結し，批准した．王家に
関する外国での諸事項も外務省によって処理された．外務省はザクセンの省
の中で最小の規模のものであり，最初は枢密外務参事官（Geheimer
Legationsrat）が1人任命されただけであった，
　1831年にはドイツ連盟の内外の大使館9と領事館19が外務省に属してい
た．1866年目でにザクセンの大使館の数は26に，領事館の数は74に増加し
た．その場合，もちろん，1人の大使がいくつかの大使を兼任していた．
　個別邦の最重要の主権および代表権は1867年に北ドイツ連邦に，そして
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1871年にドイツ帝国に移管された．ザクセンは，近隣諸邦とのわずかぽかり
の関係をなお維持するために，ベルリーン，ミュンヒェン，ヴァイマルと
ヴィーンにのみ常設の大使館を置いた．ザクセン独自の領事館も少数ながら
存続した．今や外務省は主としてドイツ帝国の行政府とザクセンとの間の中
継官庁となった．とりわけベルリーンの大使館はドイツ帝国におけるザクセ
ンの利益を守るものであった．
　上の6専門省と並んで1831年から34年までは1人の無任所大臣がいた．そ
れについては個人的な事情と数多くの改革のための負担増とが決定的であっ
た．1918年10月26日から11月13日目でのザクセン王国最後の時期の政府に
は，内閣が議会に可能なかぎり広い基盤を持つために，4人の無任所大臣が
いた．それ以外の時期には，外相がもう一つの大臣を兼務することが普通で
あった，ツェヅシャウは1835－48年に外相兼蔵相，プフォルテンは1848－
49年に外相兼宗教大臣，ボイストは1849－53年には外相兼宗教大臣，1853－
66年には外相兼内相，フリーゼンは1866－76年に外相兼蔵相，ノスティッツ
＝ヴァルヴィッツは1876－82年に外相兼内相，ファブリスは1882－91年に外
相兼陸相，さらに，1891－1906年のメッチュ＝ライヒェンバッ・・，1906－
09年のホーエンタール，1909－18年のフィッツトゥームはいずれも外相兼内
相であった．ただ一度だけ1849年2月24日から5月2日までヘルト博士は法
相兼宗教大臣であった．早くから外相の職務は他のすべての大臣のそれより
明らかに軽かったのである．もちろん，二つの省を主宰する大臣が，大抵は
その内閣の最重要人物であった．彼は，しばしば任期の長さによって決まる
閣僚会議議長の職に就いていない時でも，同議長より通例大きい影響力を
持っていた．
　すべての国家大臣は閣僚会議において閣僚評議会を構成した．閣僚会議は
枢密院〔第二次〕の後身であって，合議制の国家最高官庁であった．オー
バーラウジッツは，それが1835年まで特別の基本法を持っていたかぎり，閣
僚会議にのみ服属した．
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　閣僚会議は他の省と同じように自からの大臣官房（Ministerialkanzlei）を
持っていた．会議の議事録は，本省参事官の地位にある1人ないし2人の枢
密補佐官（Geheimer　Referendar［57］）によって，この官房で作成された．
　閣僚会議は上級会計検査委員会（Oberrechnungsdeputation［58］）ないし
1842年から上級会計検査室（Oberrechnungskammer［59］）を，1834年からは
邦中央文書館［6e］を監督した．法令集編集部は最：初は〔閣僚会議の〕下にあっ
たが，1836年以後は〔閣僚〕会議に編入された．1901年から高等行政裁判所
（Oberverwaltungsgericht［6i］）が閣僚会議の下に置かれた．1919年に国家官
房（Staatskanzlei）が従来の閣僚会議の官房に代わった，
　〔31年〕憲法によって国事事項と国有財産は国王の宮廷および王家財産か
ら厳密に区分された．そのために，1831年に6専門省および閣僚会議と並ん
で，それまで枢密官房で処理されてきた，国王の家内事項，宮廷事項，家族
事項に関して，特別の省が創設された．この宮内省では宮内大臣と数人の下
級官僚［62］が執務していた．
　宮内省は1918年の国王退位まで存続し，その後，それに属する宮内官職と
同じく，廃止された．
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（2）ザクセン史についてはR．KOtzschke／H．　Kretzschmar，　Sachsische　Geschichte，
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